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能登半島地震と９月 20日からの豪雨による複合災害の被災者に寄り添い、 

一日も早い復旧と生活再建に向けた支援の拡充を求めます 

 

 能登半島地震の被災地では、やっと復旧へと歩みだそうとするなか、9 月 20 日からの半

島北部の豪雨で、再び土砂崩れによる道路寸断や集落の孤立、ライフラインの途絶、新たに

家屋や仮設住宅の浸水被害などが生じました。被災者からは、「停電が解消しない。電話や

通信が思うようにできない」「地震の修繕の請求が来るタイミングでまた新たな被害」「頑張

ってきたがとどめを刺された」との悲痛な声が上がっています。一方、各地に避難している

被災者から、早期に元の地域に戻り、被災前の生業、暮らし、コミュニティを取り戻したい、

住み慣れた地域で暮らし続けたいと願う声も多く聞かれます。政府は憲法 25 条を保障しな

がら住民・被災者本位の復旧・復興のために、最大の支援を、速度を上げてとりくむよう求

めます。 

 

【要請項目】 

 

１、温かい食事の提供など避難所環境改善、家屋の周りの土砂や倒壊家屋の撤去、道路、

電気、通信、水などライフラインの復旧を急ぐこと 

１、政府備蓄米を活用し、避難所、仮設住宅、自主避難者への食料支援をおこなうこと 

１、被災者や被災自治体職員のメンタルケアのための職員派遣など支援をおこなうこと 

１、被災対応にあたる自治体職員の体制を大幅に強化し、復旧・復興のために被災自治体

の裁量で使える交付金を増やすこと 

１、2024年 12月以降も、引き続きすべての被災者の医療、介護の一部負担金、利用料免

除のため、費用の全額を国の財政で支援すること 

１、自宅敷地内への水道の引き込み管補修費は公費とすること 

１、被害を地震、豪雨と災害ごとに分けず、複合的、一体としてとらえ、自宅再建をめざす

被災者には最大 2000 万の支援をし、一部損壊も支援対象とすること。コミュニティに

配慮した災害公営住宅のさらなる増設をはかること 

１、10月 27日に投開票が行われる衆議院議員選挙では、被災者や被災地の住民が主権者

としての権利を確実に行使できるよう、被災自治体への支援を強化し、手だてをとる

こと 


